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要約
本研究は、東京都特別区における水域を対象として、水辺の立地特性を考慮した変遷過
程とその要因を考察し、各区自治体において展開されている水辺環境整備事業についての
現状と課題を明らかにした。
東京は江戸期より舟運等による河川・水路利用が発達し、近年まで多くの水域が存在し
たが、戦後の都市化においてそれらは急速に減少した。その要因は、東部低地帯において
は農業構造の転換に伴う濯概用水路が不要化したことが、また都心の濠を中心とした遺構
型の水辺は戦災復興における残土による埋め立てや東京オリンピックを契機に建設された
首都高速道路の敷地利用が進められたことが、さらに西郊の山手地域では、源頭水源を有
しない河川の埋め立てを促進する答申を契機に下水排水路化が促進され、覆蓋化が進めら
れたことにより水域が減少した。しかし、沿岸運河地域においては、当初は、港湾関連施
設、物流施設のための埋め立てによる立地展開が進んだが、近年では臨海副都心の拠点形
成に伴い、レクリエーションのための水辺整備や利用が進んでいる。
現在、東京都特別区においては、各区主導の水辺環境整備事業が積極的に展開されてい
るが、都市型水害の発災可能性も依然として高く残存していることや、地震・火災被害軽
減のための水辺空間利用の検討が不充分であることが指摘される。今後の整備においては、
水辺の「快適環境創造J寄与への議論枠組にとどまらず、「防災・減災空問機能」を考慮し
た整備対応や機能性の検討が必要である。
1 .はじめに
機能への認知の高まりを背景として、全国各地で
親水性に富んだ水辺環境整備事業が積極的に推進、
展開されている。水辺空間に対する親水性の定量
近年では、水辺空間のもつ環境保全機能や親水 的評価の試みは、村川・西名 (1986)、畔柳・渡
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辺 (1993)による人間行動からのアプローチや、
青木 (1985)、渡辺ほか(1995)による認知心理学
的側面からのアプローチが行われ、主として快適
性評価の構造を明らかにする研究がこれまで数多
く蓄積されている。しかし、水辺環境整備には過
度に親水性に配慮した画一的な整備を批判するも
の(日経コンストラクション編集部、 1994)もあ
り、特に阪神・淡路大震災を契機に水辺のもつ多
機能性整備が提唱されて以降、水辺の防災・減災
機能を考慮した空間整備の検討が酒井ほか(2001)、
坪井・萩原 (2002)により行われている。
ところで、都市における良好で機能的な水辺環
境の創造のためには、諸事象における表象の向上
だけでなく、水辺を構成する地域特性を考慮した
整備が重要であると考えられる。しかし既往の水
辺環境に関する研究においては、水辺そのものを
単体として取り扱う事例が多く、それらを住環境
の一要素として位置づける視点でのアブローチは
少ないことが指摘できる。すなわち、住民意識か
らアメニティ性や自然環境保全の評価に関する知
見は得られているものの、これらの結果を踏まえ
て、都市における水辺がもっ空間的機能や効果を
活かした整備手法のあり方を計画論的視点から検
討した研究は、これまでのところ充分であるとは
言い難い。
陣内 (1989)、上田・世界都市研究会 (1987)に
より、都市における水辺の存在がクローズアップ
されて以降、水に関する様々な側面からの取り組
みが行われるようになってきたが、今後も多角的
な議論枠組みの中での検討が求められる。本研究
では、上記の問題視点に立脚し、地域における水
域変化を地域特性と行政および地域対応の双方か
らアプローチを試みる。具体的には、東京都特別
区を事例として、荒川放水路開削期前後の明治時
代中期以降から現在までを、水辺地域分類により
水域の変遷過程とその要因を検討する。また、こ
れを踏まえて、現在展開されている水辺環境整備
事業の現状と課題について明らかにすることを目
的とする。
2. 都市化による水域変化の影響と行政
の対応
(1)東京の水系と水辺地域分類
東京首都圏に流入する水系は、主として西部山
地集水域からの多摩川水系、奥秩父を水源とし埼
玉県一帯から武蔵野台地過半を流下する荒川水系、
東部低地を貫流する利根川水系の3大水系と、古
川、目黒川、立会川、呑川、神田川、石神井)11、
善福寺川等の独立水源河川から成っている。
東京都都市計画局(1999)により策定された
「東京都水循環マスタープラン」においては、地
形や土地利用の状況、および、地域の課題を考慮し
たエリア別1)の水環境整備が提言されている。こ
の分類は、区自治体を単位としているため、整備
目標策定の際には効率的ではあるが、必ずしも現
状の水辺の状況を反映しているとは言えず、本研
究では、この分類を参考にしながら、さらに水系
と水辺の立地特性を考慮し、独自に水辺地域分類
を行い、 A)東部川手水辺地域、 B)沿岸運河水辺
地域、 C)西部山手水辺地域、 D)都心遺構水辺地
域、 E)城南山手水辺地域の 5類型を設定した。
本研究の対象地域と類型を図 1に示す。
D 
注 A)東部川手水辺地域， B)沿岸運河水辺地域， C)西
部山手水辺地域， D)都心遺構水辺地域， E)城南山
手水辺地域
図1 調査対象地域と水辺地域分類
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東京都における水域の変遷については、これま
で高橋・尾島 (1986)や新井 (1996)により、時
系列的な地図化の試みが行われているが、水域変
化の要因について、その地域性を考慮した検討に
は言及されていない。そこで、以下では上述の水
辺地域分類に従い考察を行う。東京の河川・水辺
を含む水域は、経年的に変化してきたと考えられ
るが、本研究では河川・水辺に対する社会的影響
を考慮する点からその変化が大きかったと想定さ
れる2時期を選定し、各前後10年間の水域変化の
図化を行った。
第1時期は、河川が行政の水害防止事業の対象
として主体的にとらえられていた時期として、大
規模な放水路(荒川放水路)建設前後の約10年間
(1919年から1932年)を、第2時期は都市化進行
期におけるモータリゼーションの加速や都市的土
地利用の展開期にあたる10年間(1970年から1980
年)を対象とした(図2)。作図にあたっては、
国土地理院発行の2万5千分の 1旧版地形図を主
資料として用い、さらに l万分の l旧版地形図お
よび1941年発行の 1万5千分の 1大東京区分図三
十五区詳細図、 1880年発行の2万分の l迅速測図
フランス式彩色地図および、 1905年発行の東京
府南葛飾郡全図、航空写真等を参照しながら必要
に応じて現地調査による確認作業を行い、これを
補完した。
(2 )時系列的水域変遷の特徴と都市型水害
わが国における河川改修工法は、明治時代中期
に入ると「低水工法」から「高水工法」への転換
が図られた。明治時代初期までは、河川制御に対
して洪水、溢水をある程度容認し、土地利用にお
いて被害を最小限にとどめようとする「低水工
法」が中心であり、当時の重要な輸送手段であっ
た舟運や濯獄用水の確保が優先された。しかし、
明治時代中期を過ぎると、河川沿岸の開発に伴い、
洪水による人的、物的被害が増大したことから、
築堤により洪水氾濫を防止する「高水工法」への
転換が図られた。図2に示した1919年から1932年
にかけての最も大きな水域の変化では、荒川放水
路(現:荒川)の開削が挙げられる。 1910年に東
京東部低地を襲った大洪水を契機に、水害の抜本
的対策として内務省(当時)により荒川放水路の
開削が決定、工事着手された。荒川はそれまで、
隅田川へつながり東京湾へ流入する河川であった
が、隅田川は蛇行が多く、}II幅も狭いことから、
氾濫が発生しやすく「帝都」を防御する意味にお
いて治水対策が急務であった。そのため、現在の
東京都北区の岩淵に水門を設置して本流を仕切り、
そこから東京湾に向けて延長約22km、幅約500m
の放水路を開削し、本流(隅田川)の増水を抑制
しながら、その大部分を放水路により東京湾へ流
下させるものであった。全体の工期には20年を要
し、 1930年にその完成をみた2)。しかしながら、
依然として東部低地においては水害の危険性を内
包していたため、中川、綾瀬川、芝川の総合増補
計画が策定され、 1941年より中川放水路(現:新
中川)の開削が始められるなど、水害対策が継続
的に行われた。
1970年から1980年にかけては、東部川手水辺
地域において中小河川の減少が見られるものの、
全体的には大きな減少は見られず、反面、新たに、
お台場や、親水公園の建設が始められるなど、水
辺環境整備事業が徐々に展開していることが看取
できる。
ところで、こうした水域の変化に伴い、都市的
土地利用の進んだ「西部山手水辺地域」や「城南
山手水辺地域Jでは、雨水の浸透域が減少し、降
雨時に雨水が短時間に河川に流入し、急激に増水、
溢水するいわゆる「都市型水害Jが頻発した。表
1は東京都において発生した水害の被害状況を示
したものである。 1940年代までに発生した水害
の被害域は主として荒川以東地域の東部低地帯が
中心であったが、 1958年の狩野川台風以降にお
いては、西郊の山手地域河川の氾濫による被害が
続発した。特に1980年代以降に発生した水害の
特徴は、時間最大雨量が下水道による雨水排水が
可能な50mm/hを大きく上回る降雨により、マ
ンホールからの溢水や河川の急激な増水、さらに
は都心域での地下街、地下鉄への雨水流入被害が
発生している。こうした水害に対し、東京都は従
来からの東部低地の水害対策に加えて、山手地域
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注:旧版地形図(本文参照)より筆者作成
図2 東京都特別区における水域変遷
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表 1 東京都における水害被害状況
発生年 災害種別 最大雨量 浸水面積 床上浸水 床下浸水 死傷者
(mm/h) (km2) (戸) (戸) (人)
1947年 カスリン台風 (洪水) 34. 7 114.33 80，041 45， 167 1 
1948年 アイオン台風 (洪水) 38.8 28. 64 529 16，516 24 
1949年 キティ台風 (高潮) 12.6 81. 21 73， 751 64. 127 122 
1958年 台風1号 (高潮) 17.9 29.46 13，459 22，970 133 
1958年 狩野川|台風 (洪水) 76.0 211. 03 123，626 340，404 203 
1966年 台風4号 (洪水) 30.0 87.62 16， 159 86， 737 9 
1979年 台風20号 47.0 1. 47 180 1，550 99 
1981年 台風24号 (洪水) 51. 0 19.59 6，854 35，167 4 
1982年 台風18号 (洪水) 65.0 16. 16 7，574 16， 712 。
1989年 集中豪雨 (洪水) 70.0 0.82 1，929 2， 755 。
1991年 台風18号 (洪水) 60.0 1. 78 561 3， 120 1 
1993年 台風1号 (i;共水) 76.0 3.42 2，454 5，079 。
1999年 集中豪雨 (洪水) 115.0 1. 54 2，900 2， 193 。
出典:r水害統計」各年版および東京都建設局河川局資料
河川への対策として、河床の掘り下げや垂直連続
堤防の整備を展開してきた。近年では、地下貯水
池(地下遊水池)の建設も進められており、徐々
に水害耐性は高められているが、ヒートアイラン
ドの影響が指摘されている夏季の集中豪雨による
局地的な洪水被害も依然として懸念されているこ
とから、ハードの整備も継続的に行われている。
以下では、水辺の立地特性を考慮しながら水域変
化の地域的特徴とその要因を検討する。
3. 水域変化の地域的特徴
(1)東部川手水辺地域
東部低地帯は、軟弱な沖積層が厚く堆積した地
域を指す。本研究では、特に荒川以東の足立区、
葛飾区、江戸川区を範囲として、「東部川手水辺
地域」と定義する。本地域は、江戸川、中川、荒
川等の大河川が流下し、地形的条件から水害常襲
地域であった。特に1940年代後半から 1950，年代
にかけては深刻な浸水被害がもたらされた。しか
し、 1963年に中川放水路(現:新中}I/)が完成し、
また内河川についても排水機場が整備されると水
害対策は一応の成果を見た。以後、本地域は東京
オリンピック開催(1964年)を前後して、急速に
人口が増加し、これに伴い、従前の農業的土地利
用から、宅地への転換が見られるようになった。
本地域は元来密集した水路網が発達した地域で
あったが、高度経済成長期にかけて極端な減少を
見せていることが特徴として挙げられる。これは、
従来から農業用排水路として機能していた中小河
川が、都市的土地利用の進行に伴い、「農業と
水」との関係において変化が生じたことが想定さ
れる。そこで、以下では本地域における農業構造
の変化から水域減少の要因を把握する。かつて、
水田を中心とした農業が盛んであった本地域は、
貫流する中小規模の河川・水路が、濯概機能のほ
か、下肥輸送のための輸送路としても機能を果た
してきた(渡辺1983、江波戸1987)。また本地域
の農業は東京の拡大とともに野菜等の生産による
近郊農業地域へと機能を転換させてきたが、昭和
期に入ると大消費地(東京)を抱える、恵まれた
立地条件にありながら、都市化の影響を直接に受
け、農業生産基盤は弱体化し、産業としての地位
を後退させ始めた。その結果、農業労働力の高齢
化、女性化、兼業化が進行し農業構造は急速に変
化した。
1960年代以降には、農家の自給的性格が強ま
るとともに、離農による農業人口の他産業への流
出傾向が現れた。表2は、足立区、葛飾区、江戸
川区の農家総数と専兼業別農家割合の推移を示し
たものである。農家総数の推移においては、とり
わけ1969年に施行された新都市計画法、あるい
はこれに伴い1971年に行われた地方税改正によ
る市街化区域内の農地への宅地並み課税といった
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表2 r東部川手水辺地域」における専兼業別農家割合の推移
¥ ニ区合計 専業農家割合(%) 第一種兼業農家割合(%) 第二種兼業農家割合(%)農家総数(戸) 足立区 葛飾区 江戸川区 足立区 葛飾区 江戸川区 足立区 葛飾区 江戸川区
1960年 6，518 44.3 36. 2 30.3 
1965年 5，538 36.4 38.6 27.9 
1970年 4，248 14.5 12. 1 12.9 
1975年 2，256 26.4 24. 5 19.3 
1980年 1，883 7.9 12.0 16. 1 
1985年 1，616 7.6 16.2 10.0 
1990年 1，305 5.5 18.5 13.9 
1995年 929 6.5 3.8 17.0 
2000年 572 25.9 18.2 26.3 
出典:r農業センサス」各年版より筆者作成
都市農業にとっての新たな局面の中で、 1970年
から1975年にかけては2，000戸近い離農が見られ
た。
また、農家総数に占める専業農家の割合は、
1980年代には10%を切る状況も見られたが、
2000年統計(世界農林業センサス)においては、
第二種兼業農家の離農が要因となりその比率は上
昇しており、この傾向は三区ともほぼ同様の推移
が見られた。
次に、耕地面積の推移を見ると(表3)、農家総
数と同様、 1970年から1975年にかけて急速な減
少が見られる。しかし、地目別にみると、この間
に畑地面積の割合が水田面積を逆転し、現在では
畑地中心の農業が展開している。こうした農地の
水田から畑地への転換は、本地域における農業経
営主体が、主穀生産から野菜や花井類の生産へと
移行したことを示している。 1970年代以降には、
本地域の農業は、稲作の生産意義を喪失し、事実
上、野菜の単作地域となった。その主な作物は、
28.3 24.8 28.4 27.3 39.0 41. 3 
22.6 21. 7 23.4 41. 1 39.8 48. 7 
23.4 22.3 10. 7 62. 1 65. 7 76. 5 
22.0 22.4 29.2 51. 6 53. 1 51. 5 
12.2 19. 7 28.0 80.0 68. 3 55.9 
12. 7 18.6 26.3 79. 7 65.2 63. 7 
14. 5 14.6 24. 7 80. 1 66.9 61. 4 
9.2 10.0 23.3 84.2 86.3 59. 7 
23.8 17.4 23.5 50. 3 64.4 50.2 
小松菜、ツマミナ、ホウレン草、シュンギクなど
の葉菜が中心であり、現在では市街地の中で集約
的農業を行う「都市農業j としてその地位を確立
している。本地域における野菜栽培への転換の要
因は、従来から栽培方法に関する質の高い技術が
培われていたことや、それらが、大都市「東京」
に隣接している有利性を最大限に活かし得る作物
であること、さらに極めて高い土地集約的な作物
であることから、経営規模の小さな農家にとって
も適切な作物であったことが挙げられる。
また、栽培方式においては「ガラス室」や「ビ
ニールハウスJによる施設栽培が主体的に展開さ
れ、謹j慨においても、現在ではその大部分が上水
(水道水)により行われている。過去、水田稲作
が農業の中心であった噴にはその濯j慨は、河川・
水路を利用して行われてきたが、施設栽培の高度
化や農地の狭瞳化、さらに農業従事者の高齢化が
要因となり、港灘方式が転換されていった。また、
これに伴い河川・水路の濯灘機能は徐々にその存
表3 r東部川手水辺地域」における耕地面積割合の推移
¥ 二区合計 水田割合(%) 畑地割合(%)耕地面積(a) 足立区 葛飾区 江戸川区 足立区 葛飾区 江戸川区
1960年 398，015 67.3 59. 1 68. 7 32. 7 40.9 31. 3 
1965年 292，675 66.0 55.0 66.4 34.0 45.0 3. 5 
1970年 194，876 62.0 47.3 59. 7 38.0 52.5 40.2 
1975年 77， 105 36.4 35.9 21. 6 62.4 63.5 7.2 
1980年 61，934 20.2 29.8 11. 5 75.8 68.9 83.8 
1985年 58，262 16.5 23.9 8. 7 7.9 74.8 88.5 
1990年 53，615 16. 7 28. 1 14.0 73.6 70.8 79.9 
1995年 39， 155 19.3 34.4 18.1 7.7 65.2 73.5 
2000年 22，670 21. 1 15.6 76.9 80. 1 
出典:r農業センサスJ各年版より筆者作成
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在意義を喪失し、宅地からの下水排水を受け入れ
るようになった。
本地域では、下水道整備が他区よりも遅く(図
3)、一時は激しい汚濁を経験しながらも、「下水
路機能j として水域が存続したが、下水道普及率
の向上に伴い、それらの存在が不要化すると、土
地区画整理事業を期に埋め立てが進められ、急速
に水域が減少した。しかし、近年では、残存した
旧農業用水路を活用して親水公園が建設されるな
ど、水辺環境整備事業が進んでいる地域でもある。
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出典.東京都下水道局資料
図3 r東音sJI手水辺地域」における下水道普及率の推移
( 2)沿岸運河水辺地域
本研究では、江東区、墨田区を中心とし、中央
区、港区、品川区、大田区の東京湾に面した沿岸
地域一帯を総称して「沿岸運河水辺地域」と定義
する。
本地域は、海浜の埋め立てによる外洋への水辺
進展という点で、他の水辺地域とは異なる特徴を
示している。東京湾の埋め立が進められた背景に
は、 1960年代以降の貨物取扱量の激増3)に伴い大
型船による直接荷揚基地の建設やこれに付随した
工業用地の造成が急務であったことが挙げられる。
また、東京湾の平均水深は15mで、あり、伊勢湾の
20m、大阪湾の28mに比べて浅く、埋め立てに
とって好条件であったたことも事業の展開を容易
にしたことが想定される。
高度経済成長期に物流基地として展開してきた
本地域は、 1980年代以降、臨海副都心としての
整備が進み、現在、本地域一帯は「人・モノ、情
報の結節点」として位置づけられ、物流からレク
リエーションにいたる広範な整備構想が提示され
ている(東京都都市計画局、 2001)。しかし、旧
来の運河や埋立地からなる本地域の水域変遷は、
当初は水質汚濁や漁業権などの重要な問題を抱え
ながら進行した。図4は東京湾の埋め立て過程を
示したものである。東京湾の埋め立ては、山崎
(1985)により、 4段階の過程が論じられている。
すなわち、第一期は、 1880年(明治13年)の東
京港埋立事業開始から関東大震災までを、第二期
は「第三次隅田川改良工事」から「東京港修築工
事Jまでを、第三期は「高度経済成長前期におけ
る東京港修築工事」までを、第四期は漁業権放棄
が行われた「第二次改定港湾計画」までをさす。
第三期の埋立事業までは、水運を考慮した埋め立
て整備が行われているが、第四期以降は、都市施
設や交通施設、公園などの利用に主眼がおかれ、
また、ゴミ問題解消の受け皿作りとして、ゴミ埋
立地、最終処分場の建設が行われている。
廃棄物処分場
国際コンテナ峰頭
羽田空港
注:I日版地形図(本文参照)より筆者作成
図4 東京湾埋立過程
埋立時期
Eヨ ~1945年
[sIs 1946年~1960年
(s23 1961年~1975年
E宣 1976年~1990年・191年~
ところで、本地域に位置する運河は、 2000年統
計(東京都港湾局)において、運河本数41本、総
延長約58kmを有していることが示されている。
元来、水運のために建設された運河の輸送機能は、
高度経済成長以降のモータリゼーションにより、
トラックなどの陸運ヘ徐々にシフトした。運河周
辺の物流施設も、立地再編を余儀なくされ、道路
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輸送の利便を図るため、沿岸域から高速道路など
の内陸交通結節点に移転した。また、水運自体の
スタイルも、コンテナによる統一規格輸送へと変
容し、中小運河は水運機能を減少させていった。
現在でも運河が多く残存している江東区では、
1970年の「江東区の都市像一江東区再開発基本
構想 J (東京都江東区再開発基本構想審議会)
の「内河川整備構想」において、「防災的、環境
的見地から内河川は地盤沈下、就航、浄化、排水
対策の流水および、消防水利にとって必要最小限の
水路を除いて、他は廃止する方向で跡地の利用計
画を早急に立案する」旨が答申されている。しか
し、東京湾全体の計画を担う、都港湾局策定の
「東京港港湾計画」においては、 1960年代までの
「舟運利用」整備目的から、 1970年代半ばからは、
「環境利用」整備目的が組み込まれ、さらに水面、
水辺利用を促進する「親水利用」事業が計画され
ており(表 4)、これらを背景に江東区内の運河
では、遊覧船の航行事業などが実施展開されるな
ど、運河計画に対する方針転換が行われた。
本地域の港湾埋め立ての過程において、 1960
年代以降には、交通都市施設とレクリエーショ
ン・緑地の割合が高く整備が展開されてきた(華
山、 1983)。これは、後背地に大規模な工業地帯
をもっ、木更津港や川崎港とは異なり、「副都
心」としての空間整備が展開されてきたことによ
ると考えられる。
近年ではさらに土地利用の再編が進められ、業
務・商業、居住などの都市的な土地利用への転換
が行われている。特にお台場を中心とする「臨海
副都心地区」では、娯楽施設、親水公園施設、展
示施設、会議場などのほか、大規模な住宅開発供
給も行われている。
一方、本地域は、地盤沈下により広範囲に及ぶ
海抜Om地帯が形成されていることから、水害防
御のための事業が継続的に展開されている(図
5)。本図からは1990年代にかけてはスーパー堤
防事業が、そして阪神・淡路大震災(1995年)
以降には、緊急耐震対策として耐震護岸整備事業
が大きく展開されており、運河内にリパーステー
表4 東京港港湾計画における運河計画目的の変容
運河計画目的
計画年度 港湾計画名称 運河名称
運舟 環境 親水 防災 其
主要記述内容
他
1956年 東京港港湾計画 海老取川! • 幅員が狭く鮮の舟航に不便をきたしており，幅員100m水路の確保運河全般 • 
運河を計画深度まで凌諜実施
1961年 東京港改訂港湾計画 運河全般 • 
波諜未完成のものに対して全面的に波深作業実施
隅田川|
• 鮮の安全な船留め施設の建設1966年 東京港第2次改訂港湾計画 尽浜運河 • 
湾内輸送の増加傾向を踏まえ，尽浜運河を計画
隅田川|
• 
内陸地域の輸送交通路として整備促進
運河全般 .1. • 
運河を取り巻く社会的環境変化に対応し，運河機能の再編整備
1974年 埋立地利用計画 平和島運河
• • 
環境改善および防災対策として埋立
勝島運河 • • 
埋立地は公園緑地避難場所として確保
運河全般
• • 
防災と環境整備の推進，運河埋立実施により緑地を整備
1976年 東京港第3次改訂港湾計画 勝島運河 • • 
埋立地を公園緑地として整備，震災時の避難場所として確保
平和島運河
• 
環境改善に資するため運河埋立造成地を緑地として利用
尽浜運河 .1. . 埠頭用地，港湾関連用地を緑地に変更，海上公園利用，都市機能用地
有明西運河
• 
運河交通の安全確保，船舶航行のため最小幅員105m水域確保
1981年 東京港第4次改訂港湾計画 品浜西運河
• 
環境改善に資するため運河埋立造成地を緑地として利用
尽浜運河 .1. 水に親しむ環境創出，埠頭用地を緑地に変更し海上公園として利用
京浜運河 .1. - 埠頭公園に水辺の散策路設置，周辺緑地とのネットワーク整備
東雲運t可
• 
旧防波堤の保全を図るため，緑地計画整備
1988年 東京港第5次改訂港湾計画 築地川1
• - 築地市場内の物流配慮，道路，駐車場，緑地の整備平和島運河 • - 地域環境改善，下水終末処理施設設置のため運河の 部埋立天王洲南運河 • - 雨水処理施設の整備，港湾環境改善のため運河の一部埋立1993年 第5次改定一部改訂 東雲運河 • • 
. 小型船舶の航行安全性確保，緩傾斜護岸整備，景観水域整備
朝潮運河
• • - 小型船舶の航行安全性確保，緩傾斜護岸整備，景観水域整備1994年 第5次改定部改訂 隅田川 • 海上，水上パスの安全航行，観光の交流拠点として整備運河全般 • 
水辺空間，レクリエーション空間整備，臨海部の特性を生かした親水整備
1997年 東京港第6次改訂港湾計画 平和島運河 .1. 人工海浜の緑地整備，水に親しむ場の創造を図り，運河の水質改善
砂町運河
• 
運河に緑地帯の配備
1998年 第6次改定部改訂 東雲運河 .1. 水辺の特性を活かした快適な水際空間創出，緑地の創出
注:東京都港湾局「東京港港湾計画J(各年版)より筆者作成
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ションが建設されるなど、災害時の人・物資の運 沿岸に道路を設けず、河川を街区に取り込む形で
搬機能整備も行われている。 区画が整理された。しかし、河川域の環境保全の
(億円)
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出典・東京都建設局河川部資料
図5 低地河川事業費の推移
(3 )西部山手水辺地域
2000 
本研究では、石神井川、神田川、善福寺川、妙
正寺川流域の練馬区、杉並区、中野区、板橋区を
中心とした地域を「西部山手水辺地域j と定義す
る。
本地域は、大正時代末期から戦後にかけて、市
街地化が進む中、武蔵野の自然緑地、とりわけ河
川沿いの緑地の保全計画が、東京緑地計画
(1939)や戦災復興計画 (1947)において立案され
た(越沢1991)。この計画では、自然地形や緑を
活かした空間が整備され、道路を含めた河川沿い
の幅の広い公共空間の確保が図られており、都市
計画において、河川が保全の対象として位置づけ
られた系譜とみなすことができる。
河川域は元来低湿地で住宅地としての条件が悪
かったが、高度経済成長期以降、地価高騰が続く
中で、河川に隣接する比較的地価の安い低湿地や
水田などが充分な水害対策が立てられないままに
宅地に転用され、盛士と均質なグリッドパターン
による土地条件の均質化を図りながら宅地開発が
進められた。石神井川沿いの大規模耕地整理事業
における河川改修では、農業生産の効率向上とい
う耕地整理の性格上、河道の捷水路化が図られた。
善福寺川流域においては、「風致地区を成してい
るため、なるべく現状において改修する」とされ、
方法については明示されなかったため、逆に河川
の本改修や市街化の過程で河川に隣接した状態で
建築物が立ち並ぶ状況が生じた。一方、急速な宅
地化により 1960年代にかけて、雨水浸透域が減
少した本地域では、降雨時に河川に雨水が集中流
入し、水量が激増する状況が頻発した。 1958年
に発生した狩野川台風では、山手地域にも大規模
な水害が生じ、以後、都は「都市型水害J対策と
して新たな対応を迫られることになった。
2000年現在での、東京都の 1時間当たり50mm
の降雨に対応可能な河川の改修率は区部全体にお
いては63%であり、この護岸整備に、調整池、
分水路整備の効果を加味した治水安全達成率は
69%に達している(前掲、東京都2001)。
しかし、最近では、河川や下水道の整備水準を
上回る豪雨が増加しているほか、地下空間利用の
増加や都市機能の集積により、浸水時の被害が拡
大する傾向にある。 2000年の東海豪雨水害を契
機に翌年に都は関係機関で構成する「東京都都市
水害対策検討委員会Jを設置し、ハード対応(地
下貯水池設置)の整備(写真1)の他、ソフト対応
として、インターネットによる洪水情報の提供4)
や、洪水ハザードマップを作成公表している。し
かし水害リスク認知には発生時の突発性や災害情
報量に起因すると考えられる地震災害リスクとの
相違が想定され、今後はこれらを考慮しながら水
辺の利用や関わりを検討することが重要な課題で
あると考えられる。
(4 )都心遺構水辺地域
本研究では、東京都心部にあたる千代田区およ
び中央区に残存する旧江戸城の濠と江戸湊を中心
とした掘割を「都心遺構水辺地域」と定義する。
本地域は、閉鎖水域であることからやや流動性に
乏しく、歴史遺構である点において他の水辺地域
とは異なるが、戦後の復興期において大規模な埋
め立てが行われた。
すなわち、終戦後の1945年に「帝都復興計画
要綱案」の策定と、 1949年の「東京復興計画j に
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注:妙正寺川流域にて筆者撮影 (2003/07/30)
写真 1 住宅地併用型の遊水池(左)と河川沿いに設置された地下貯水池(右)
基づき定められた「不要河川埋立事業計画」によ
り都心の戦災残土処理場として濠や中小の掘割が
その対象とされた。
1947年には現在の東京駅八重洲口にあたる外
濠をはじめ、 1950年には真田濠(現在の上智大
学グランド)、竜閑JI、東堀留JI、浜町JI、明石
掘がその対象となった。
一方、東京オリンピック開催にむけた首都高速
道路建設のために、環濠状の水面上部空間が利用
された。これにより、楓川、築地川、京橋川、外
堀川がその埋め立ての対象となった。しかし、そ
の一部は現在も開渠として残存しており、都心に
位置するこれらの水辺は、オフィス地域の卓越す
る立地環境にあることから、貴重な自然空間を提
供しており、また、最近ではクールアイランド効
果や震災時の避難空間、緊急消化用水機能なども
期待されている。
(5 )城南山手水辺地域
本研究では、目黒川、呑川、渋谷川、立会川流
域の目黒区、大田区、世田谷区一帯を「城南山手
水辺地域」と定義する。本水辺地域は、河川周辺
の住宅からの汚水流入による慢性的な汚濁に陥っ
ていたことから、この解消のために、東京都河川
部により1961年にその昭和年号から名付けられ
た、通称 f36答申」が提示された。これは、源
頭水源を有しない14河J115lについて、一部または
全部を下水幹線化することや、下水幹線以外の部
分においては舟運上の理由から必要な部分を除い
て覆蓋化すること、埋め立て上部空間の積極的公
共用地利用促進が答申されている。これにより、
城南の枝派川を中心に暗渠化がすすめられ、水域
が減少した。
しかし、「西部山手水辺地域Jと同様、都市型水
害の発生が懸念されており、現在も水害対策が進
められている。その具体的な内容は、白子川から
石神井川、妙正寺川、善福寺川、神田川を経て、
本水辺地域の目黒川に至る「地下河川ネットワー
ク」の建設による局地的な集中豪雨への対応であ
る。現在までに、「白子川地下調整池」、「神田川
環状七号線地下調整池」の一部が完成しているが、
今後これらの連結化が急がれている。
一方、本水辺地域の河川の多くは独立水源系の
河川であり、湧水により酒養されてきた水量も、
ビル建設や大規模な地下開発によりその機能が損
なわれたことから、著しく水量が減少した。その
ため、第二次東京都長期計画(1986年)において、
「清流復活事業」が策定され、これにより、水量
確保のため新宿区の落合浄水場の下水処理水を呑
川まで通水させる事業が行われた。また、 1994
年にはこの事業により暗渠化されていた水路を復
活させ、行政と住民のワークショップ方式で水辺
環境を創造する事業が、北沢川緑道(世田谷区)
で行われた。
坪井:東京都特別区における水域変化と水辺環境整備事業の展開 29 
4.特別区における水辺環境整備事業の展開
東京都における河川管理機構(表5)によると、
河川管理においては、原則として普通河川および
公共溝渠に対しては、区がその管理を担うことが
出来る。また、一級河川|等についても都や固と共
同での参画が可能となっている。ここでは、区自
治体独自の水辺環境整備への取組方針を明らかに
するため、区毎の水辺環境施設の名称、竣工時期、
施設内容を調査し、整備課題を検討する。
具体的には、区自治体の事業担当部署へ資料提
供を依頼し、必要に応じて担当者へのヒアリング
調査を実施した。本調査では、各区における長期
計画や、都市計画において、「水辺環境整備」に
かかわる事業が計画実施されたものを対象とし、
都や国と共同参画による事業もこれに含めた。
図6は、各区自治体が実施している水辺環境整
備事業の施行時期に関して、得られた全サンプル
159中、事業施工年度の明らかな126施設につい
て示したものである。本図より 1986年の東京都
清流復活事業を契機に、 1990年代前半にかけて
活発に事業が展開されていることが看取できる。
主な事業内容は、河川脇の緑道整備や、沿岸施設
(ベンチ、 トイレ等の設置)、親水公園整備等であ
る。
表5 東京都特別区における河川管理機構
¥~¥¥ 管理区分 管理主体
原則 国交省大臣
一級河川
委任事項 都知事
原則 都知事
二級河川
委任事項 区長
準用河川
原則 区長
普通河川
特定事項 都知事
公共溝渠 特別区
出典回東京都建設局河川部資料「河)1要覧J
(箇所)
14 
12 
10 
分掌機関 専決権者
関東地方建設局 関東地方建設局局長
東京都建設局河川|部 建設局河川部部長
東京都建設事務所 建設事務所所長
区 区長
東尽都建設局河川|部 建設局河川部部長
東京都建設事務所 建設事務所所長
区 区長
区 区長
東京都建設局河川部 建設局河川部部長
東京都建設事務所 建設事務所所長
区
表6に特別区における水辺環境整備事業の事業
内容の一覧を示す。これを水辺地域別に見ると、
「東部川手水辺地域」では、 1974年には「親水j
の語を冠する公園としてはわが国初の「古川親水
公園」が江戸川区に建設されたことを契機に、旧
農業用水路を利用した親水施設建設が展開されて
いる。また、「都心遺構水辺地域」では高速道路
下の水域へのフラワーポットの設置が、山手地域
の水辺を持つ区自治体では、垂直堤防への護岸緑
o I・ ・・目圃園田E・ E ・-園田園田皿l 化等が行われている。
1鯛 1%5 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2側 各区の都市計画の中においても水辺環境整備事
注 :N=126 
出典筆者調査資料
図6 東京都特別区における水辺環境整備事業施行時期
業は「緑地整備事業」と同様重視されており、そ
の中では河川のライン形態を持つ水辺の特徴を活
かした「水と緑のネットワークJ(品川区)や「水
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表6 東京都特別区における水辺環境整備事業と内容
事業主体 事業名，整備目標項目名 事業内容等
公園整備 神田橋公園整備(日本橋j1) 
千代田区 千鳥ヶ淵ボート場運営 ボート場の運営
納涼灯篭流し 千鳥ヶ淵(毎年7月実施)
朝潮運河整備 防災面に重点を置いた公園整備
中央区 公園新設
石川島公園新設(大川端リバーパーク計画)
緑の散歩道整備 亀島川リバーテラス整備
東京湾大花火祭り 海上花火大会(晴海埠頭)
港区 緑の散歩道整備 運河の内部護岸再整備
新宿区 アユが喜ぶ川づくり 生態系回復，親水性向上(神田川，妙、正寺川)
文京区 橋梁架替整備 護岸改修，橋梁架替総合治水対策推進 透水性舗装，雨水浸透ます，雨水地下浸透施設設置推進
台東区
堅川親水河川|整備 親水空間整備
墨田医 漕艇倉庫整備 漕艇ボートの保管倉庫整備(隅即1)
雨水利用促進助成 雨水貯留槽の設置助成
江東区 水辺の散歩道整備 河川の耐震護岸敷の緑化，河川並木の設置親水公園整備 歴史的背景に配慮した親水公園整備
東品川海上公園整備 水と緑のネットワークの中心施設整備(東品川)
品川区 雨水流出抑制事業 目黒川，立会川流域の雨水浸透施設整備
水と緑のふれあい公園整備 目黒川流域公園の親水公園化
船入場劉首計画 船入場整備(目黒川1)
目黒区 呑川緑道整備計画 下水処理水通水による水量復活(清流復活事業)
目黒川沿川道路整備 護岸改修，沿川緑化(目黒jl)
呑川緑道整備 水と緑のネットワークの中心施設整備(呑)11)
大田区 ウォーターフロント軸整備 多摩川沿川整備，平和島運河整備桜のプロムナード整備 水と緑のネットワークの中心施設整備(洗足池)
雨水流出抑制事業 透水性舗装，雨水浸透ます，雨水地下浸透施設設置推進
世田谷区 ふれあいの水辺事業 ワークショッフ。による水辺整備(北沢川緑道)地下水湧水保全計画 雨水貯留槽の設置助成
中野区 沿川歩行空間整備 沿川道路のジョギング，サイクリング利用改修(神田川，妙正寺川)平和の森公園整備 水と緑のネットワーク整備(広域避難地となる防災公園整備)
雨水流出抑制事業 透水性舗装，雨水浸透ます，雨水地下浸透施設設置推進
水路復活 水路の復活事業
杉並区 自然型河川整備 植生活用護岸，魚巣，瀬淵整備(神田川，善福寺川1，妙E寺jll)
ホタル定着事業 ホタルの自然繁殖事業(和田堀公園)
公園内池浄化 妙E寺公園，大田黒公園，馬橋公圏内の池の水質浄化
豊島区 染井吉野桜記念公園 親水施設を併設した公園整備元池袋公園整備 ワークショッフ。による水辺整備(ふくろ池)
北区 親水公園整備 自然とのふれあいを重視した水辺公園整備，水田体験
荒川区 南千住公園整備 隅田川運河跡地利用
雨水流出抑制事業 透水性舗装，雨水浸透ます，雨水地下浸透施設設置推進
板橋区 ウォーターフロント軸整備 親水公園整備(新河岸jl)
武蔵野の道整備 歴史，自然環境を活かした歩道環境整備(石神井jl)
魚の放流 赤塚溜池，見次池
練馬区 水と緑のふれあい公園整備 水域と雑木林を活用した公園整備(武蔵関公園)親水公園整備 大泉町公園，稲荷山公園，田柄川|緑道整備
親水水路整備 神領堀，古隅田川，裏門堰堀，冗宿堀，梅田堀等の整備
足立区 水辺のレクリエーション整備 水上スポーツ活用(花畑川)
船運整備事業 レクリエーション，防災用の船着場整備(荒川1)
葛飾区
親水公園整備 水と緑のネットワーク(荒川河川敷自然公園，曳船川整備)
緑道整備 水と緑のネットワーク(四ツ木緑道，古隅田川緑道，小岩用水緑道整備)
江戸川区 親水緑道 親水緑道整備(本郷用水，東井堀整備)
出典:各特別区長期計画，事業計画
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と緑のプロムナードJ(豊島区)などオープンス
ペースネットワークとして位置づけているものが
多い。これらは、快適な歩行空間の整備とともに、
災害時の安全性確保のための空間確保を目的とし
ている一方、水辺の自然環境の場を利用した「環
境学習J(世田谷区)や、まちづくりの視点から
「沿川市街地との連携J(足立区)を位置づけてい
るものもある。
こうした事業展開にあたっては各区において都
市計画関連部署と公園事業関連部署が共同で事業
実施を行っているものが多く見られた。しかし、
運用にあたっては通水のための、ポンプアップ揚
水に加え、水質浄化(滅菌消毒)施設を稼働させ
る必要上、維持管理コストの問題を指摘する区も
あり、「浄水時期を夏季に限定し、他の時期は非
浄化水を通水しているJ(江戸川区)場合や、「通
水時期そのものを制限しているJ(足立区)こと
が指摘された(ヒアリング調査による)。
本研究で試みた水辺地域分類における水辺環境
整備事業の特徴は、東部JI手水辺地域においては、
すでに濯j既機能を喪失した水源を持たない空間で
あり、その整備において比較的大規模な改変が可
能であった。そのため、緑化空間整備や遊歩道整
備が併せて行われている場合が多いが、一方、西
部山手水辺地域においては、独自の水源を持ち一
定の水量が確保されていることや、また護岸整備
においては水害対策の一環として水理工事が施工
されているため空間的制約がみられ、水辺景観に
おいて東部川手水辺地域とは異にしていることが
指摘できる。
都市における河川はその水系や立地の特d性によ
り様々な制約を受けることが考えられるが、快適
環境への寄与がある一方、水害等のリスクを並存
していることが指摘できる。しかし、水辺空間は
街区公園とは異なり、水の存在や線形の空間構造
をもっていることから、多様な空問機能が想定さ
れる。特に、近年では防災・減災に関する関心が
高まっていることから、今後はこれらの利用可能
性についての検討が求められる。
5. 結論と課題
本研究では、東京都特別区を事例として、水域
変化の過程を水辺の立地環境特性を考慮した地域
分類から検討を行った。明らかになった点は以下
の通りである。
① 「東部川手水辺地域」では、農業構造の変化
に伴う濯概方式の転換や下水道整備による河川・
水路の下水排水路機能の不要化が要因となり、急
速に水域が減少した。しかし、 1980年代以降は、
本地域に残る旧農業用水路を改良した親水公園化
が進んでいる。
② 「沿岸運河水辺地域」では、高度経済成長期
の取扱物流量の増加に伴い、荷揚基地、物流基地
として外洋の埋め立てによる整備が進められたが、
近年では、臨海副都心の設置により産業利用だけ
でなく、レクリエーション利用のための空間整備
が図られている。また、 1960年代以降に発生し
た地盤沈下により海抜下地帯が形成されているこ
とから防潮整備や耐震護岸整備も継続して行われ
ている。
③ 「西部山手水辺地域」は東京緑地計画等にお
いて河川が保全の対象として位置づけられた。し
かし宅地化の進行により雨水浸透域が減少した本
地域では、河川への雨水流入により急速に増水溢
水する「都市型水害j が多発し、近年では地下貯
水施設等の建設が進められている。
④ 「都心遺構水辺地域Jは、戦後の復興期にお
いて戦災残土の埋め立て対象地となったことや、
東京オリンピック開催のために、河川上部空間が
首都高速道路用地として利用が進められたことに
より水域が減少した。しかし残存している水域は
高密なオフィス空間に位置することからクールア
イランド効果や都心防災空間としての機能が期待
されている。
⑤ 「城南山手水辺地域」は、 1961年(昭和36年)
の f36答申」を契機に枝派川を中心に埋め立て
や覆蓋化が進み水域が減少した。また、独立水源
をもっ河川が多いことから、河川周辺の土地利用
の変化により湧水面養機能が損なわれ、水量が著
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しく減少したが、東京都による清流復活事業
(1986年)により下水処理水が通水され、水量確
保が行われている。しかし、「西部山手水辺地
域」と同様、都市型水害の発災が懸念されており、
両水辺地域を結ぶ、地下河)1(地下貯留施設)の
建設整備が急がれている。
⑥ 現在、東部川手水辺地域における水辺環境整
備事業は主として濯灘機能を喪失した|日農業用水
路空間を利用し、水路を主体的に取り入れながら
周囲の大規模な改変整備を行っている。一方、西
部山手水辺地域や城南山手水辺地域においては依
然、都市水害の発災危険性が高く、これらを考慮
した河川整備が優先されているため、堤外に親水
歩道を敷設する事例なども見られるが、一部では
依然、水辺へのアクセスが困難である事例も散見
される。
このように、各水辺地域における河川の形態や
地域の特性に応じた整備が展開されているが、揚
水施設や浄水施設の維持管理費用が継続的にかか
るため、通水時期や期間の制限を行うものもみら
れた。現在これらの施設の多くは区の独自財源に
より運営、維持管理が行われているが、今後はこ
れを支えるためのコスト体質の改善や運営補助の
ための政策的枠組み、沿川住民による自主的な参
加による管理活動などが望まれる。
また、本研究では、区自治体独自の水辺環境整
備事業の実態と課題の把握を行った。そこでは、
1980年代半ばから1990年代初頭にかけて、盛ん
に事業展開されたことが明らかになった。各区の
都市計画においても、緑の整備と同様、水環境整
備が掲げられ、それらは「水と緑のネットワー
ク」として環境と防災に資する計画として提唱さ
れている。しかしながら、河川・水辺に対する防
災・減災の機能性については充分に議論されてお
らず、水災害に対する情報や、居住者認知、対応
等は、地震災害研究に比べこれまでのところやや
少ないことが指摘できる。そのため、今後は水辺
空間を快適環境に寄与する空間としてだけでなく、
防災・減災空間としての利用可能性を検討するこ
とが重要な課題である。
注
1) r)l[の手エリアJ(北、荒川、足立、葛飾、江戸川)
「区部中心部エリアJ(千代田、中央、港、新宿、
文京、台東、墨田、江東、渋谷、豊島)r新山の手
エリアJ(品川、目黒、大田、世田谷、中野、杉並、
練馬、板橋区)の三区分が行われている。
2) 荒川放水路の開削については、絹回幸恵(1992): 
「荒川放水路物語」、新草出版、 263。に詳しい。
3) 東京湾の取扱貨物量の推移は、 1950年:465トン、
1955年:998トン、 1960年:2130トン、 1965年:
3210トン、 1970年:4423トン、 1975年:4989トン、
1980年:6201トンである(東京都港湾局部内資料)。
4) URL (http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/suibo/) 
2003/1ν30参照
iモー ド (http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/s凶bo/
i/) 2003/1ν30参照
Jスカイ (htp:/www.kensetsu.metro.tokyo・.jp/suibo/
j/) 2003/1ν30参照
ez-web (http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/s凶bo/
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Thepu中oseof this study is to examine血atchange of water areas and its factor considering area 
characteristics. 
A river姐 dwaterway were used by ship transportation and agricultural from Edo-period and many 
w抑 rareas existed in Tokyo， however， they are r叩idlydecreased in the postwar urbanization. As for伽 t
factor“The low eastem zone" became unnecessary that an irrigation canal according to the conversion of 
the agriculture s加 cωre.“官lemoat of water zone" was filed up by debris soil in the war damage 
reconstruction and a site for the Me佐opolit姐 Expressway.“官leYamanote westem zone" was filed up 
by the regulations that are reclaimed企omthe unnecessary river without water source. However “The 
coastal canal water zone" was reclamation for the facilities to the harbor and thing base， inrecent years 
there are used for the recreations. 
At present， the waterside environment projects are executed each ward leadership， however， it h出
the danger of社leflood damage and it is not examined ofthe space use for the protection against disasters. 
The examination re1ated to not only the comfortable environment creation but also the possibility of 
the emergency space use is necessary for the白turewaterside pr句ectsand environment evaluations. 
